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震災復興をめぐる自治体対応の機能的課題
中　村　祐　司
Ⅰ .　震災をめぐる内在化現象
東日本大震災（2011 年 3 月 11 日。以下、震災
と略）から 2 年半が経過した今日、震災復興が声
高に叫ばれる機会は目に見えて減ってきたように
思われる（執筆時点の 2013 年 9 月）。しかし、内
実に目を向ければ、表 1 にあるように、政治、社会、
経済、法律、産業、教育、生活、エネルギーといっ
たあらゆる領域に無数に存在する諸課題 1 におい
て、それらが克服・解決され、震災前の状況に戻っ
た原状回復がなされたかといえば、答えは否であ
ろう。状況はむしろ、内在化ひいては隠微化に向
かっているのではないだろうか。
また、震災後の復興・復旧への動きをめぐる格
差や、生活や雇用さらには心情的な側面も含めた
格差をここで、復興格差と呼ぶならば、国際（国
家間）、国家（省庁間）、広域自治体、基礎自治体、
地区、地域社会、地域コミュニティ、近隣といっ
たあらゆる諸層レベルにおいて、同層レベル間で
の水平的（横断的）格差や異層レベル間での垂直
的（縦断的）格差が、時の経過とともに顕在・増
幅化しているといえる。
ここでいうところの震災をめぐる同層レベル間
での水平的格差とは、国産物の輸入規制に関する
各国間の温度差、復旧事業についての省庁間の足
並みの乱れと復興庁の機能不全、国の補助金獲得
における都道府県間や市町村間での競合や震災復
興についての認識の差異、復旧に関する地区間や
近隣間などでの進捗の差異などでを指す。また、
異層レベル間での垂直的格差とは、放射能汚染対
策をめぐる国際機関と政府との認識の違い、復興
事業の体制や運用についての国と地方自治体との
間や広域自治体と基礎自治体との間での政策スタ
ンスの違い、復旧・復興計画の実施における地域
コミュニティや近隣住民と当該基礎自治体との考
えの違いなどを指す。
このように、震災後の日本は今日まで、復旧・
復興活動に何らかの形で関わる諸セクターが、
各々の目的達成のために影響力を行使すること
で、縦横に織りなす交錯・錯綜の相互作用がマク
ロ・メゾ・ミクロレベルで多様に展開しているの
である。
本稿では以上のような問題意識に立って、現地
が発信する紙媒体の資料を重視し、主として被害
が甚大であった被災自治体（岩手県の宮古市、大
槌町、陸前高田市、宮城県の仙台市）とそれ以外
の自治体（横浜市、東京都、同港区、茨城県東海
村、同ひたちなか市）で直接入手した復旧・復興
の関連資料のうち、とくに地方自治体活動の機能
的課題が突き付けられていると思われる事例を抽
出・提示することとする。
表 1　東日本大震災に関連する書籍内容の類型
項　目 細　目
1. 絵本 文芸作品（詩・小説等）
2. 写真集 報道
3. 原子力発電 システム、事故、再稼働、核、節電、エネルギー
問題
4. 放射能 被爆、放射線量、農業・畜産業・漁業食
料問題（福島問題）
5. 地震・津波 今回の発生メカニズム、災害史、避難（震災）
6. 被災者
・被災地
被災状況、家族、暮らし、幼児・児童、中
高生、老人
7. 心理的ケア 命を守る、宗教、医療、病院
8. 防災・減災 地域・学校・企業・行政等の取り組み
9. 復興関連 政治・経済・法律、これからの暮らし
10. その他 支援活動、手記、教育、学校
雑誌 雑誌
資料：2013 年 8 月 7 日における日本出版クラブ会館
訪問時の入手資料「『本の力』展」から作成。
Ⅱ .　横浜市と東京都の震災支援活動の事例
横浜市水道局は、震災により横浜市内に避難を
余儀なくされている世帯を対象に、水道料金及び
下水道使用料の減免を行った。減免の内容は、基
本料金相当額 2,840 円（2 カ月当たり）で、減免
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の適用期間は入居日から原則 6 か月間（最長 2 年
まで期間を延長）とした。受付開始日は 2011 年
5 月 20 日からで、申請に必要なものは、①り災
証明書又は被災証明書、②本人（被災者）である
ことを確認できる書類（健康保険証、運転免許証、
年金手帳等）、③水道を使用している場所に居住
していることを証明する書類（住民票又は賃貸借
契約書等）、④入居日を確認できる書類（住民票
又は賃貸借契約書等）とした 2。
東京都は、2013 年東京国体にちなんだ文化ブ
ログラムにおいて、港区と東久留米市における以
下の復興支援イベントを紹介した。すなわち、「が
んばっぺ！　いわき　震災復興元気市」が年 6 回
程度、1 回 2 日間、港区立生涯学習センターグラ
ウンドで開催（福島県いわき市による物産展）さ
れるということと、「東日本大震災復興支援イベ
ント　まろにえ祭り」が 2013 年 5 月 19 日に東久
留米市立生涯学習センター（まろにえホール）で
開催（内容は、東久留米市演奏家協会によるクラッ
シックコンサート等のイベントの実施）されると
いうものである 3。
また、東京都港区は、2013 年 5 月 25 日に港区
高輪区民センターにおいて、「第 3 回　東日本大
震災チャリティーコンサート」と題して、東北被
災地応援団白金支部や尚礼会町会との共催で、抽
選会、女川町の物産販売、女川町マザーズによる
洋裁小物無料配布、日本経済新聞社による報道写
真の展示、復興支援絵本「ツブさんのおさんぽ」
販売を実施した 4。
Ⅲ .　岩手県陸前高田市における防災集団移転等
をめぐる情報提示
岩手県陸前高田市では、市長から市内の若者に
向け以下のようなメッセージを発した。すなわち、
「これからの陸前高田市について様々な話し合い
の場がありましたが、若い世代はなかなか自分の
考えを届けることが出来ずにいるのではないで
しょうか。若い世代は何を思っているのか、今ま
で言えなかった疑問、思い、日頃は聞けないちょっ
としたことまで、この機会に市長に直接問いかけ
てみませんか？」というものである 5。
また、同市復興対策局は各地区住民にとって、
最も関心が高いともいえる住宅の移転問題への対
応スケジュールを提示した。
「米崎・小友・広田地区の防災集団移転促進事
業計画が国土交通大臣の同意を得ました」という
タイトルで、まず、高台移転等の住宅再建意向確
認調査や個別相談会などを行政区ごとを基本に開
催し、それぞれの地区において結成された協議会
において高台移転先等について意見交換が重ねら
れてきた、とこれまでの経緯を説明した。そして、
移転意向が概ねまとまった地区について事業計画
を作成し、協議を進めてきたところ、2012 年 11
月 22 日付けで、米崎地区、小友地区、広田地区
の防災集団移転促進事業計画に対する国土交通大
臣の同意が得られたことから、今後、測量調査や
詳細設計等を行い、造成工事等に着手するとした。
また、同年 7 月 31 日付けで大臣同意を得ていた
長部地区について、今泉土地区画整理事業地内を
移転先とする事業計画の変更申請についても、同
日付で大臣同意を得たとした 6。
Ⅳ .　住民と行政の情報結節点としての「大槌新
聞」の存在
岩手県大槌町の「大槌新聞」は、住民と行政と
の情報格差を埋めるべく週 1 回発行されている
（2013 年 1 月 7 日の第 26 号までは無料で配布さ
れた）。
たとえば、2012 年 10 月 10 日に新おおつち漁
協で行われ、漁協職員ら約 20 名が参加した町長
との意見交換会について、漁業関係者からの切実
な要望、すなわち、①海底にあるがれきの撤去、
②漁港までの道路の補修、③荷さばき場や船あげ
場の整備、④作業場としての土地やプレハブの安
価な形での貸与、の 4 点を紹介した 7。
また、大槌町のまちづくり懇談会における以下
の 20 項目に及んだ住民の質問・要望・意見をわ
かりやすくまとめている。表 2 はその際の内容を
提示したものである 8。
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表 2　岩手県大槌町のまちづくり懇談会における
住民の質問・要望・意見
1．土地の買い取り価格と移転先の販売価格に
差があるが、どうにかならないのか？
2．自主再建する際に、町独自の支援金として
150 万円が支給されるそうだが、もっと出ない
のか？
3．盛り土の土はどこから持ってくるのか？　
また、盛り土はどこからはじめるのか？
4．水門と防潮堤の完成時期は？
5．一度にたくさん説明されても、何を質問し
ていいかわからない。
6．役場に電話してもたらい回しにされる。情
報プラザや被災者支援室でも同じである。情報
の一元化をしてほしい。
7．大槌川と小槌川を結ぶトンネルはできない
のか？
8．地域内高台移転の場所と完成時期は？
9．堤防がわりに国道を高くして欲しい
10. 盛土して何年で家を建てられるのか？
11. 東大海洋研の移転場所で土産を売ろうと
思っていた。生活の場を奪わないでほしい。
12. 道路に面している土地はどれくらい減らさ
れるのか？
13. 換地の連絡はいつもらえるのか？
14. 活用方法は決まっていないが、区画整理区
域内の土地を残すことはできるのか？
15. 前より広い土地が欲しい場合、買い増しす
ることはできるのか？
16. 2015 年 4 月から順次、家が建てられるよう
だが、防潮堤ができるまでは建築制限をかける
のか？
17. 区画整理区域内の世帯が集団移転先に移る
ことを認めてほしい。
18. 町方に医療機関はできるのか？
19. 公営住宅に一人で住む場合は一部屋とある
が、希望すれば二部屋に住めるのか？
20. 戸建の災害公営住宅の払い下げについて、
土地を買う必要があるのか？　また、借地もあ
るのか？
資料：おらが大槌夢広場復興館「大槌新聞」第 18 号
（2012 年 11 月 5 日）、同第 19 号（2012 年 11 月 12 日）、
同第 20 号（2012 年 11 月 19 日）、同第 22 号（2012
年 12 月 3 日）から作成。
また、大槌新聞は、町内で復興活動を行ってい
る 8 団体（一般社団法人おらが大槌夢広場、NPO
法人ぐるっと大槌、NPO 法人吉里吉里国、フラ
ワールート 45、菜の花プロジェクト、大槌町成
年団体連絡協議会、新生おおつち、大槌まごころ
ネット）が、まちの計画づくりに町民を加えてほ
しいという請願書を同年 12 月 3 日、町議会に提
出した（その後、町議会で不採択）ことについて、
町民がこのような意思を明確にしたのは今回が初
めてであるとして、吉里吉里国理事長による「よ
その人に頼りっぱなしになるのではなくて、町民
が無い知恵を絞り出し合い、思いを込めてまちづ
くりをするきっかけになれば」という声を掲載し
た 9。
Ⅴ .　岩手県宮古市における雇用支援
宮古市では、「暮らしの安心ガイドブック」を
作成し、表 3 のように雇用やそのための職業訓練
についての制度的な受け皿を提示している。
表 3：岩手県宮古市における震災後の雇用関連の
支援 （2012 年 9 月現在）
項　目 内　容 担当部局
1. 求職者サービ
ス
宮古公共職業安定所や
県内 12 か所のハロ ワーー
クで、職業相談やカウンセ
リング、求人公開カ ドーや
自己検索パソコンによる職
業紹介
宮古公共職
業安定所
2. 職業訓練の受
講
生活支援を受けながら技
能や知識の習得
宮古公共職
業安定所
3. 職業訓練受講
給付金
求職者支援訓練や公共
職 業 訓 練の受 講 者に、
職業訓練受講手当と通
所手当を支給
宮古公共職
業安定所
4. 求職者支援資
金融資
労働金庫（ろうきん）の
融資制度を利用
宮古公共職
業安定所
5. 離職者資格取
得支援補助金
職業訓練法人宮古職業
訓練協会が実施する課
程で資格または免許を取
得した場合、受講料等費
用の 3 分の 2を補助
宮古市産業
支援センター
産業復興担
当
6. 就業支援員 就職、労使関係、労働
条件に関する相談等、新
卒高等学校生徒の就職・
職場定着を支援
沿岸広域振
興局宮 古 地
域 振 興 セン
ター
7.ジョブカフェ 岩手県内 8 か所のジョブ
カフェで、若年者の就業
を支援
ジョブカフェみ
やこ
8.これからのくら
し仕事支援室
求職者の支援ニーズに合
わせた生活・就職支援
これからのくら
し仕 事 支 援
室
9. 失業等給付金 離職の日以前 2 年間に被
保険者期間が通算して
12 か月以上ある者が対象
宮古公共職
業安定所
10. 労災保険 震災の津波による被災・
死亡の場合も適用
宮古労働基
準監督署
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11. 未払い賃金 企業の被災により倒産状
態となって賃金が支払わ
れないまま退職した場合、
未払い賃金の 8 割を上限
に国が企業に代わって立
替払い
宮古労働基
準監督署
12. 失業中の生
活資金を融資
事業主の都合による離職
者に対する生活資金の貸
付け、生活の安定と求職
活動の支援
東北労働金
庫岩手県本
部・ 宮 古 支
店
13. 宿泊施設の
利用
新卒者等を対象に、首都
圏で就職活動する場合の
宿泊施設（東京・代々木
のオリンピックセンター 、埼
玉・朝霞の労働大学校）
の宿泊代が無料
宮古公共職
業安定所
14. 広域求職活
動費の受給
遠隔地に就職面接等に行
く場合の往復運賃や宿泊
料、採用された場合の転
居費用の支給
宮古公共職
業安定所
15. 母子家庭高
等 技 能 訓 練 促
進費の支給
母子家庭で児童扶養手
当の受給者等が、資格
取得訓練をする場合に高
等技能訓練促進費を支
給（対象資格は看護師、
介 護 福 祉 士、保 育 士、
理学療法士、作業療法
士等）
宮古市福祉
課 子 育て支
援室
16. 母子家庭自
立 支 援 教 育 訓
練給付金
母子家庭で児童扶養手
当の受給者等が、雇用
保険法による教育訓練の
指定講座を受講する場
合、受講料の一部を支
給
宮古市福祉
課 子 育て支
援室
資料：宮古市生活課被災者支援室『暮らしの安心ガ
イドブック＜宮古市版＞』2012 年 9 月版、40 − 47
頁から作成（2013 年 3 月 7 日における宮古市役所訪
問時の入手資料）。
また、仙台市においても閖上地区の復興をめ
ぐる会議（2013 年 2 月 12 日開催の第 16 回会議）
における住民からの多数意見として、①ローンを
組むことが前提の補助のようだが、高齢者のみの
世帯など、ローンを組むことができない人が多い
中、補助が利子補給だけで良いとは思えない、②
以前に公開された災害公営住宅の賃料が高すぎる
ので、検討すべき。賃料の算定ベースも考え直し
てほしい、といった声が紹介されている 10。
茨城県ひたちなか市では、地元の常陽銀行が「復
興特別所得税について」という表書き 1 枚のチラ
シを作成し、そのなかで、2011 年 12 月 2 日付で「東
日本大震災からの復興のための施策を実施するた
めに必要な財源の確保に関する特別措置法」が公
布され、2013 年 1 月 1 日から 2037 年 12 月 31 日
までの 25 年間について、所得税額に対して 2.1%
の復興特別所得税が付加されることとなった。こ
のため、2013 年 1 月 1 日以降に支払われる預金
利息や公共債の利子のほか、投資信託の解約・譲
渡益や分配金の所得税額に対しても、復興特別所
得税が付加されると説明している 11。
Ⅵ .　原発立地自治体における特有の論調と住民
の受けとめ方
茨城県東海村では、原発立地自治体ならではの
推進姿勢を明確にし、自然再生エネルギーの課題
を強調・発信する原発関係団体の機関誌による情
報発信が目立っている。その典型について、以下、
日本電気協会によるものと電気事業連合会による
ものを挙げたい。また、原発について、住民の受
けとめ方の一端を示す資料についても抽出した。
社団法人日本電気協会新聞部電気新聞メディア
事業局によれば、前政権時（民主党野田政権）に
決まった「革新的エネルギー・環境戦略」では、
原子力発電をゼロにした場合の代替エネルギーの
一つとして風力発電や太陽光発電の大量導入を掲
げているが、これらは天気に左右され安定した発
電ができないし、設置に膨大な面積を要する。「お
天気任せ」なので、バックアップの火力発電が必
要になる。逆に、電気を必要とされる以上に発電
した場合は電気を蓄える蓄電池などの整備が必要
になり、これらの整備にはコストも時間もかかっ
てしまう。設置面積でも、例えば一般的な原子力
発電所 1 基（出力 100 万㌗相当）を太陽光発電に
換算すると、東京の山手線内とほぼ同じ面積、風
力発電では山手線 3、4 個分の面積が必要になる。
2012 年 6 月に政府が示した試算では、原子力発
電をゼロにした場合、太陽光発電は一戸建て住宅
の 1,200 万戸への導入と、風力発電は東京都の 2.2
倍の用地に設置することが必要である 12。
次に、電気事業連合会によれば、中部電力の浜
岡原子力発電所では 2011 年 7 月から、津波に対
する安全性をより一層高めるための「新たな対
策」が進められている。たとえば、敷地内への浸
水防止対策として坊波壁は、高さ海抜 18 メート
ル、厚さ約 2 メートルからなる構造物で、発電所
の敷地に沿って長さ 1.6㌖にわたり建設されてい
る。敷地内が浸水した場合でも、建屋内に浸水さ
せない「防水対策」を強化している。原子炉建屋
に資機材を搬入する開口部の扉は多重化され、外
側に「強化扉」、内側に「水密扉」を新たに設置
するなど、耐圧性と防水性を高めている。「強化扉」
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は厚さ 1㍍、重さ 40㌧と重厚だが、電源が使えな
い場合でも人力で開閉できる。さらに、福島第一
原子力発電所事故の直接的な要因となった「海水
取水ポンプ」や「非常用ディーゼル発電機」等の
機能が全て喪失した場合でも原子炉を「冷やす機
能」を確保するため、海抜 30㍍以上の高台に「ガ
スタービン発電機」や「地下式の水槽」を設置す
るなど、幾重もの代替措置を講じることとしてい
る。加えて、内閣府が公表した最大クラスの巨大
津波（海抜 19㍍）に対しても、浸水防止効果を
より一層高めるため、防波壁をさらに 4㍍かさ上
げし海抜 22㍍の高さにするなどの強化策を 2012
年 12 月に公表した、というものである 13。
こうした原発の安全性について、住民はどのよ
うに受けとめているのであろうか。独立行政法人
日本原子力研究開発機構東海研究開発センターに
よれば、東海村において 2012 年 7 月 20 日に第 9
回地域住民懇談会が開催（会場はリコッティ）さ
れ、研究所長等との福島原発事故を踏まえた意見
交換を行い、住民委員から以下のような意見・要
望が出たという。　
すなわち、①震災後、原子力施設の安全対策は
進んでいると思うが、放射性廃棄物の保管状況や
処理状況と安全確保についても気になる。②青森
県六ケ所村の（株）日本原燃に対するガラス固化
技術の移管は、どのような状況なのか？③東海村
が原子力センター構想（仮称）を検討しているが、
機構からも委員として参加しているのか？原子力
技術の継承を含めて、人材育成についても積極的
に進めるべきである。④国は福島原発事故を踏ま
えた安全の取り組みを行っていると思うが、テレ
ビなどの報道を見ても、その対応や内容がさっぱ
りわからない。原子力事業者として地域住民に分
かりやすく説明して欲しい。⑤私の周囲で、福島
原発事故後の状況や国の対応に不満を感じている
人は若い世代に多く、年配者は必ずしもそうでは
ないように感じられる。機構は、そのような状況
を意識しながら、住民とのコミュニケーション活
動を進めていくことがよい。⑥サイクル研は、か
なり厳重な出入管理を行っているようだが、なぜ
そのような対応が必要なのか？、といった声が挙
がった 14。
Ⅶ .　自治体の震災対応における専門性と総合性
以上のように、その一端を見るだけでも震災は
被災自治体に対して、これまでにないほど広範に
対応しなければならない範囲と、同時に特定領域
における深い専門性、さらには専門部門間の連携・
調整の構築という数多くの難題を突き付け、仕事
量に比してこれらに明らかに少ないマンパワーで
もって対処しなければならないという意味で、未
曾有の試練を与え続け今日に至っている。
課題の総合性・専門性に住民の誰もが納得、ま
しては満足するなどということはあり得ない。自
治体行政ができるのは、長期的な視点と迅速的な
対応との狭間のなかで、自らの揺する資源（リソー
ス）をどうすれば最大限発揮できるのかを徹底的
に追求し、実行することである。そして、自己保
有資源を最大限に活用するには、他のセクターと
の実のある連携・協働を一歩一歩実現していくし
かない。その際、これまで決定的に欠如していた
と思われる鍵概念が関係組織間をつなぐ結節点機
能ではないだろうか。
本稿で抽出した事例についていえば、いくら自
治体が支援を提示しても、住民による受容・包摂
がなければ事態は動かないままである。あるいは
住民からの切実な意見・要望であっても、自治体
側が否定の見解を提示すれば、それ以降の展開で
は両者の摩擦が生じかねないし、相互不信が募る
だけの結果に終わるかもしれない。エネルギーを
めぐる課題にしても業界（あるいはそれに連なる
著名な有識者等）と一体となったかのような説明
だけでは、あくまでも情報の一方提供に終わって
しまう。
そうであるならば、各セクター間の政策的意思
をいずれにも偏することなく相互につなぐ役割に
徹している大槌新聞のような存在が今、最も必要
なのではないだろうか。これからはとくに、大槌
新聞が果たしつつある結節的機能が、震災対応を
めぐるあらゆる関係者・組織間で、領域や場所を
問わず不可欠となってくるのではないか。その意
味で、今後の震災復興をめぐる自治体対応におい
ては、各セクター間や関係者・組織間相互のつな
ぎ機能を果たす結節者が存在するか否か、復興の
行方を左右するのではないかと思われる。
70 中　村　祐　司
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1
 2013 年 8 月 7 日における日本出版クラブ会館訪問時の
入手資料。「東日本大震災　3.11 以降の全出版記録『本
の力』展」の主催は、＜大震災＞出版対策本部、キハ
ラ株式会社、一般財団法人日本出版クラブである。会
期は 2013 年 8 月 1 日～ 8 月。チラシには、「東日本大
震災から 3 度目の 3.11 が過ぎて、今なお被災地には多
くの課題が残されたままです。この 2 年間出版界は何
ができて、何ができなかったのでしょうか？こうした
思いを振り返り、この 2 年間に出版された東日本大震
災に関わる本を、出版各社の協力のもと、一堂に集め
ます」「改めて私たちが被災地に心を寄せる空間を創り
ます」とある。
　また、新聞報道によれば、「出版科学研究所によると、
2011 年 4 月から今年 6 月末の間に出た震災に関連する
本は 2,352 点。このうち約 1,400 点が閲覧できる。日本
出版クラブが無償提供を呼びかけ、全国の 360 を超え
る出版社が応じた。（略）展示は今後 1 年かけて全国各
地を巡回し、終了後、本は被災 3 県の図書館に寄贈す
る予定」（産経新聞 2013 年 8 月 6 日付）とある。
2
 横浜市水道局「東日本大震災で被災された方へ」（2013
年 7 月 26 日における横浜市市民局行政サービスコー
ナー（横浜駅）訪問時の入手資料）。
3
 東京都スポーツ振興局スポーツ祭東京推進部『スポー
ツ祭 2013　文化プログラム』、8 頁、20 頁から作成（2013
年 5 月 24 日における港区教育委員会事務局生涯学習推
進課訪問時の入手資料）。
4
 東京都港区「第 3 回　東日本大震災チャリティーコン
サート」（2013 年 5 月 24 日における港区教育委員会事
務局生涯学習推進課訪問時の入手資料）。
5
 岩手県陸前高田市青年団体協議会「『市長に聞きたい！』
私達が思う陸前高田！」（2013 年 3 月 8 日における陸
前高田市役所訪問時の入手資料）で、2013 年 3 月 13
日に陸前高田まちづくり協働センターで開催された。
6
 岩手県陸前高田市復興対策局「復興 News 陸前高田」
（2012 年 12 月）、1 頁（2013 年 3 月 8 日における同入
手資料）。
7
 おらが大槌夢広場復興館「大槌新聞」第 16 号、2012
年 10 月 22 日（2013 年 3 月 8 日における岩手県山田町
おらが大槌広場復興館訪問時の入手資料）。
8
 おらが大槌夢広場復興館「大槌新聞」第 18 号（2012
年 11 月 5 日）、同第 19 号（2012 年 11 月 12 日）、同第
20 号（2012 年 11 月 19 日）、同第 22 号（2012 年 12 月
3 日）から作成（いずれも 2013 年 3 月 8 日における同
入手資料）。
9
 同第 23 号（2012 年 12 月 10 日）。なお、大槌町の職員
数は地元職員が 132 名、派遣職員が 78 名の合計 210 名
（職員の約 4 割が派遣職員）。2013 年度からは 112 名の
派遣職員を要請しているが、現時点で 93 名にとどまっ
ている（同第 32 号、2013 年 2 月 18 日）。
10
 閖上復興だより実行委員会「閖上復興だより」（第 16 号、
2013 年 3 月 5 日）より作成 2013 年 3 月 16 日における
宮城県仙台市仙台メディア・テーク訪問時の入手資料
11
 2013 年 3 月 13 日におけるひたちなか市役所訪問時の
入手資料。
12
 社団法人日本電気協会新聞部電気新聞メディア事業局
『エネルギーの進路　この国にふさわしい選択を　私た
ちは発言します』（2013 年 1 月）15 頁（2013 年 3 月 13
日における茨城県東海村東海テラパーク訪問時の入手
資料）。
13
 電気事業連合会『Enelog Vol.7』（2013 年 7 月）1 頁（同
入手資料）。
14
 独立行政法人日本原子力研究開発機構東海研究開発セ
ンター管理部地域交流課『フレンドリー通信　―地域
との相互理解をめざして―』（第 7 号、2012 年 11 月 5 日）
1-3 頁（同入手資料）。
（本研究は 2013 年度東日本大震災に係る災害復興
再生に向けた宇都宮大学「学長支援プロジェクト」
の助成を得て執筆された）
71震災復興をめぐる自治体対応の機能的課題
Abstract
This paper is to present the local governments’ countermeasures for the revival from the Earthquake Disaster in 
Japan.
The Earthquake Disaster deprived earthquake and tsunami suffers of lives, families, friends, employment and 
houses etc. Many public and private spaces were diverted to temporary houses. Many local residents in Iwate, Mi-
yagi and Fukushima prefectures  were faced with difficulties of getting opportunities to move other places.
Local governments in stricken areas faced the many hardships of these serious damages and have been trying to 
overcome difficulties by mutual cooperative aids. The key concept word, “Tuberous Point Function” is very impor-
tant, which will link public sector to private, civil or voluntary sector functionally and which will link together with 
the common thread of “the Revival”. 
In conclusion based on cases, it is possible that local governments and local societies can carry out the revival 
from the Earthquake Disaster in Japan.
（2013 年 10 月 31 日受理）
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